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庁内各局部課長

刑事に関する共助に関する日本国と大韓民国との間の条約について（通

達）

刑事に関する共助に関する日本国と大韓民国との間の条約（平成19年条約第

１号（別添参照））については、平成18年１月20日に署名が行われ、平成18年

12月27日に大韓民国との間で批准書の交換が行われたことにより、平成19年１

月26日から効力を生ずることとなった。この条約の概要及び運用上の留意事項

は下記のとおりであるので、事務処理上遺憾のないようにするとともに、犯罪

捜査のためにこの条約を積極的に活用されたい。

記

１ 条約の概要

この条約は、刑事に関する共助の分野における我が国と大韓民国（以下

「韓国」という。）との間の協力を一層実効あるものとし、そのような協力

が我が国及び韓国において犯罪と戦うことに貢献することを目的として締結

されたものであり、我が国が締結する二国間の刑事共助条約としては、米国

との間に次いで二番目のものとなる。この条約の概要は次のとおりである。

( 1 ) 各締約国は、他方の締約国の請求に基づき、捜査、訴追その他の刑事手

続についてこの条約の規定に従って共助を実施すること等、条約に基づく

共助の実施に関する基本的な原則について定める。（第１条）

( 2 ) この条約に規定する任務を行う中央当局として、我が国は法務大臣若し

くは国家公安委員会又はこれらが指定する者を、韓国は法務部長官又は同

長官が指定する者を、それぞれ指定すること等について定める。（第２

条）

( 3 ) 被請求国が共助を拒否することができる場合等について定める。（第３

条）

( 4 ) 共助の請求の方法、共助の請求に当たって通報することが必要な事項等

について定める。（第４条）

( 5 ) この条約に基づき請求された共助の実施のため、被請求国は当該共助を

条約の関連規定に従って速やかに実施すること、被請求国の権限のある当

局はその権限の範囲内で可能なすべてのことを行わなければならないこと、



被請求国が請求された共助の実施に当たってとらなければならない手続等

について定める。（第５条）

( 6 ) 請求された共助の実施に要する費用の負担等について定める。（第６

条）

( 7 ) この条約の規定に従って提供された証言又は供述を文書化し、又は記録

した物その他の物件について請求国に課される使用目的の制限及びこれら

に関する請求国の秘密保全等について定める。（第７条）

( 8 ) この条約の規定に従って提供される物件の輸送、保管及び返還に関し被

請求国の中央当局が付した条件に請求国が従わなければならないこと等に

ついて定める。（第８条）

( 9 ) 証言、供述又は物件の取得について定める。（第９条）

(10) 人、物件又は場所の見分について定める。（第10条）

(11) 人、物件若しくは場所又はこれらの所在地の特定について定める。（第

11条）

(12) 被請求国の立法機関、行政機関若しくは司法機関又は地方公共団体の保

有する物件の提供について定める。（第12条）

(13) 請求国における出頭が求められている者に対する招請についての伝達に

ついて定める。（第13条）

(14) 拘禁されている者の身柄の移動であって証言の取得その他の目的のため

のものについて定める。（第14条）

(15) 裁判上の文書の送達について定める。（第15条）

(16) 犯罪の収益又は道具の没収及び保全並びにこれらに関する手続について

の共助について定める。（第16条）

(17) この条約のいずれの規定も、いずれか一方の締約国が他の適用可能な国

際協定又は適用可能な自国の法令に従って他方の締約国に対し、共助を要

請し又は実施することを妨げるものではないことについて定める。（第17

条）

(18) 両締約国の中央当局は、この条約に基づく迅速かつ効果的な共助の実施

を促進する目的で協議するものとし、当該目的に必要な措置について決定

することができ、また、両締約国は、必要に応じ、この条約の解釈又は実

施に関して生ずるいかなる問題についても協議することについて定める。

（第18条）

(19) この条約の批准、効力発生及び終了について定めるとともに、この条約

の効力発生の日の前又は以後に行われた行為に関連する共助の請求につい

てこの条約を適用することについて定める。（第19条）

２ 留意事項

( 1 ) 我が国による請求関係

ア 共助については、条約その他の国際約束がない場合には国際礼譲に基



づいて行われているが、この条約の締結により、我が国が請求する共助

が韓国において一層確実に実施されることを確保することができるとこ

ろ、韓国に対する共助の請求を依頼するに当たっては、この条約の積極

的な活用を図ること。

イ これまでの共助は、外交上の経路を通じて要請することが一般的であ

ったが、この条約の締結により、共助に関する連絡を各国の指定する中

央当局間で直接行うことにより、共助の迅速化が期待される。我が国に

よる請求については、警察官又は皇宮護衛官により送付された請求に関

連する中央当局は、国家公安委員会又は国家公安委員会が指定する者と

なる。国家公安委員会は、警察庁刑事局組織犯罪対策部国際捜査管理官

を中央当局として指定したので、警察庁刑事局の所掌に属する事件に関

してこの条約に基づく共助の請求をすることが適当であると認められる

ときは、警察庁国際捜査管理官に共助の請求を依頼すること。警察庁刑

事局の所掌に属する事件以外の事件に関してこの条約に基づく共助の請

求をすることが適当であると認められるときは、警察庁主管課を経由し

て警察庁国際捜査管理官に共助の請求を依頼すること。（第２条関係）

なお、共助の請求を依頼するに当たっては、韓国に対する請求の不必

要な重複を避けるため、事前に事件を担当する検察官と所要の連絡を行

っておくこと。

ウ この条約に基づく共助の請求に当たっては、条約第４条２に掲げる事

項を通報すること及び同条３に掲げる事項のうち必要と認めるものにつ

いて可能な範囲で通報することとされているところ、共助の請求の依頼

に当たり留意すること。（第４条関係）

エ 条約第13条１に規定する招請についての伝達に係る共助の請求を依頼

した場合であって、当該招請に従って出頭することに同意した者に対し

て出頭が必要でなくなった旨を通知したとき、当該者が我が国から離れ

た後、任意に我が国に戻ったことを認知したとき又は当該者が出頭期日

に出頭しなかったときは、直ちに警察庁国際捜査管理官に報告すること。

（第13条１及び同条３関係）

オ 条約第13条２は、同条１に規定する招請に従って我が国の関係当局に

出頭することに同意した者は、韓国を離れる前のいかなる行為又は有罪

判決を理由としても、我が国の領域内に拘禁されず、また、身体の自由

についての制限の対象とはならないと規定しているので留意すること。

同条１に規定する招請に従って我が国の関係当局に出頭することに同意

した者については、同条３(1)に従い保護措置が終了している場合を除き、

同人が韓国を離れる前の行為を理由としてその身柄を拘束した場合には、

直ちに同人を釈放し、警察庁国際捜査管理官に報告すること。（第13条

２及び同条３関係）



カ この条約は、この条約の効力発生の日の前に行われた行為に関連する

共助の請求についても適用されるところ、共助の請求の依頼を検討する

に当たり留意すること。（第19条関係）

( 2 ) 韓国による請求関係

この条約に基づく韓国による共助の請求については、法務大臣又は法務

大臣が指定する者が中央当局となるが、共助の実施は条約上の義務であり、

国際捜査共助等に関する法律（昭和55年法律第69号）に基づいて行うこと

となるので留意すること。

（本件担当）

刑事局組織犯罪対策部国際捜査管理官付






































